平成19年１月20日判決言渡し

平成18年（ワ）第777号　建物明渡請求事件
口頭弁論終結日平成18年12月16日

　　　　　　　　　　　　　　判　　　　　　　決
東京都新宿区西早稲田３－13－５
　　　　　原　　　　　　　告　　　　　　　後　藤　朋　恵
　　　　　右訴訟代理人弁護士　　　　　　　寒河江　杏　実

同　　　　　　　　　　　　　　　木　岡　勇　介
同　　　　　　　　　　　　　　　高　橋　　司

東京都文京区関口１－14－６

　　　　　被　　　　　　　告　　　　　　　池　田　将　人

　　　　　右訴訟代理人弁護士　　　　　　　井　上　雅　之

同　　　　　　　　　　　　　　　岩　崎　　舞

群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡1６１－７

　　　　　被　　　　　　　告　　　　　　　池　田　加　奈

右訴訟代理人弁護士　　　　　　　矢　島　優　香

同　　　　　　　　　　　　　　　塚　本　順　一

　　　　　　　　　　　　　　主　　　　　　　文
　１　原告の主位的請求を棄却する。

　２　原告の予備的請求をいずれも棄却する。

　３　訴訟費用は、原告の負担とする。

事　　　　　　　実

第１　当事者の求めた裁判

　１　請求の趣旨

 ⑴　主位的請求

　　　　被告らは、原告に対し、別紙物件目録１記載の建物を引き渡せ。

　 ⑵　予備的請求

　　　（第１次的請求）

　　　　被告らは原告に対し、平成19年４月９日を経過したときは、別紙物件目録１記載の建物を明け渡せ。

　　　（第２次的請求）

　　　　被告らは、原告に対し、平成19年４月９日を経過したときは、原告から金1830万円または裁判所の決定する金員の支払を受けるのと引き換えに、別紙物件目録１記載の建物を明け渡せ。

　  ⑶　訴訟費用は被告の負担とする。

　  ⑷　仮執行の宣言（第１及び３項につき）

　２　請求の趣旨に対する答弁

　  ⑴　原告の請求をいずれも棄却する。

　  ⑵　訴訟費用は原告の負担とする。

第２　当事者の主張

　１　請求原因

　  ⑴　原告は、別紙物件目録１記載の建物（以下「本件建物」という。）を所有している。

　  ⑵　原告は、平成13年２月２日、被告将人に対し、被告将人及び被告将人の母である訴外池田タマ（以下「訴外タマ」）を居住人として、本件建物を、賃料月額20万円、期間平成13年４月１日から平成15年３月31日までの２年間の約定で賃貸した（この契約を以下「本件賃貸借契約」という。）

　  ⑶　原告は、平成13年４月１日、被告将人に対し、本件建物を引き渡した。

　  ⑷　本件賃貸借契約は、平成14年10月31日に、期間の定めのない契約として更新された。

　  ⑸　原告は、以下のような契約違反等の事実があるとの理由により、平成18年10月１日、被告に対し、本件賃貸借契約を解除する意思表示をした。

　　　ア　被告将人は、本件建物の全部または一部を他人に転貸してはならない約定に反し、本件建物を被告加奈に占有させた。

　　　イ　被告将人は、同居人員に変更があれば、原告に通知しなければならない約定に反し、被告将人が本件建物を被告加奈に占有させたことを原告に通知しなかった。

　  ⑹　仮に、５の解除による本件賃貸借契約の終了が認められないとしても、原告は、平成18年10月９日に、本件賃貸借契約につき、次に掲げる諸事由による正当事由がある解約の申し入れをした。

　　　ア　原告の自己使用の必要性

　原告が所有する不動産は、本件建物土地のみである。原告は、現在、訴外後藤浩之との離婚が決まり、生活拠点を失っている。現在の所、原告は、本件建物の近隣に居住の訴外中釜真理子宅に居住しているが、来年には、訴外中釜真理子宅に、海外赴任中の息子夫婦が帰宅する。これに伴い、原告の居住スペースがなくなるため、引っ越しの必要がある。

なお、本件建物土地は、原告の生まれ育った土地である。また、原告は、両親が他界し、現在身寄りがない。原告は、うつ病に罹患しており、回復のためには、慣れ親しんだ土地での静養と、家族のように親身になって世話をしてくれる近隣住民との絆が必要である。

　　　イ　本件建物の老朽化

　　　　　本件建物は、昭和31年２月２日に竣工され、既に50年を経過している。本件建物の土台は腐食が甚だしく、ほとんど形骸を留めていない。外壁にも各所に亀裂、破壊、脱落がある。内壁、柱、梁、小屋組などの木材は全て露出のままで、経年による風化、損傷が全体に進行している。屋根も既に風化腐食の域に達し、塗装等による雨漏り防止で一時凌ぎの状態である。以上より、本件建物の荒廃は相当なものと認められ、安全上、衛生上問題がある。

　　　　　　また、耐震上も、本件建物に居住を続けるのは危険であり、本件建物には、取り壊しの必要がある。

　　　ウ　本件建物周辺における状況の変化に伴う固定資産税の増額

　　　　　　平成18年８月１日、地下鉄早稲田線が開通し、新早稲田駅から徒歩５分の本件建物のある一帯に、相次いで高層マンションが建設されることとなり、土地価格が大幅に上昇した。これにより、本件建物に課せられる固定資産税も増額し、原告が本件建物から得る家賃とは到底釣り合いが取れるものではなくなった。

　　　エ　立退料の提供

　　　　　　以上の事由のみでは、原告の本件賃貸借契約解約申し入れの正当事由として十分でないとすれば、原告は被告に対して、正当事由の補完として、金1830万円又は裁判所が相当と認める金額を提供する用意がある。

　２　請求原因に対する諾否

　  ⑴　請求原因⑴ないし⑷の各事実は認める。

　  ⑵　同⑸の事実について

　　　ア　アのうち、そのような約定があることは認めるが、その余の事実は否認する。

　  　　　被告加奈は、被告将人のためにその占有補助機関として、ないしは、被告加奈の占有に従属する関係において、本件家屋に居住するものである。被告加奈は本件建物に居住しているが、被告将人は、被告加奈の代わりに賃料を負担しており、延滞することもなく、被告加奈から使用の対価を徴してもいない。このことより、被告将人が、本件建物に被告加奈を居住させていることは、転貸にはあたらない。また、被告加奈は被告将人の実の妹であり、その家族であることから、他人にあたらない。従って、請求原因⑸アの事実は、同記載の約定違反に当たらない。

　　　イ　イのうち、そのような約定があることは認めるが、その余の事実は否認する。

　 　 　　人員とは人数を示す概念であるところ、被告将人は、現在別の場所に居住していることから、本件建物の同居人員自体に変化はない。従って、請求原因⑸イの事実は、同記載の約定違反に当たらない。

　  ⑶　同⑹の事実について

　 　 ア　アの事実は否認する。

(ｱ)　原告は、平成18年８月29日に重度のうつ病と診断されながら、平成18年10月５日の示談交渉の際などは自ら外出し、他人の居住する家屋に上がっており、さらに本件建物での一人暮らしを望んでいる。

また、原告は、立退料や、本件建物の取り壊し、再築等の費用を負担しようとしており、年齢が30歳と若くかつ病気である等の事情にもかかわらず、潤沢な資力を有している。さらに、平成18年10月18日に耐震診断のため、コイン株式会社の従業員である訴外小暮氏（以下「訴外小暮氏」）が調査に来た際、原告から訴外小暮氏に対し何らかの圧力があったことを推認させる会話があった。

そして、示談交渉における、原告の立退料の提示の仕方は、通常地上げ屋と呼ばれる者が行う典型的な手法に則っている。また、マンション用地として本件建物の土地を売却した場合、原告の元には２億9502万円という多額の金銭が転がり込む。

(ｲ)　以上のことから、原告の目的は、本件建物の土地をマンション用地として売却することである。原告のうつ病は仮病であり、原告の主張する自己使用の必要性は全て虚偽である。

(ｳ)　仮に、原告はうつ病に罹患し、近隣住民との絆が必要であるとの主張が真実であるとしても、本件建物の周辺地域は環境の変化が著しく、本件建物の周囲はマンションとなっていることから、もはや原告の世話をするような住民は存在しない。

また、原告が重度のうつ病であるならば、訪問客もなく一人で広大な本件建物に居住していては、自殺する可能性があり、危険である。　

イ　イのうち、本件建物が、昭和31年２月２日に竣工され、既に50年を経過していることは認めるが、その余の事実は否認する。本件建物は、建物平面の形状、壁の配置バランス、布基礎・ベタ基礎・杭基礎の耐久性にも問題はない。外壁・屋根などの外観についても内部構造についても修繕が可能であり、一部を修繕することで安全性が十分に確保される。

ウ　ウの事実のうち、地下鉄早稲田線が開通し、本件建物のある一帯に、高層マンションが建設されることとなり、土地価格が大幅に上昇したことは認める。その余の事実は否認する。

2003年から2006年までの、固定資産税の増額は年額で３万2340円であり、月額で2695円にすぎず、正当事由を補完するほどの増額ではない。また、この程度の家賃の増額ならば、被告は受け入れる用意がある。

　 　 エ　エの事実は認める。

　３　抗弁

　  ⑴　契約違反について

本件賃貸借契約は、契約者の家族について、居住目的であれば、居住人欄に記載がなくとも、本件建物を使用して良いと定めている。

　  ⑵　信頼関係を破壊するに足りない特段の事情があることについて

　　　請求原因に対する諾否⑵アで述べた通り、賃料は被告将人負担のままであり、使用収益の主体に変化はあるが、使用収益の実態に変化はない。また、被告将人が、本件建物に被告加奈を居住させたのは、平成18年４月１日の被告将人の職務変更に伴い、訴外タマの介護が困難になったことから、被告加奈が被告将人に代わって訴外タマの介護をするためである。被告将人の職務変更は、前任者の休職期間である１年のみであり、その期間経過後、被告加奈は群馬県で結婚し、同地で夫の家業を手伝う予定であることから、被告加奈の居住は一時的な期間に留まる。

⑶　原告の解約申し入れの正当事由について

　 　 　被告らに自己使用の必要性があること

ア　西早稲田地域での居住の必要性

本件建物に居住する訴外タマ氏は、重篤な糖尿病に罹患しており、本件建物から程近いいぬつかクリニックに通院している。そもそも被告らが本件地域に居住するに至ったのも、いぬつかクリニックから近かったからであり、いぬつかクリニックは、訴外タマの療養に最も適切な病院である。

イ　本件建物での居住の必要性

　　　訴外タマは、糖尿病性網膜症による視力低下のため、訴外タマが歩行訓練をする際には、家具等の配置の記憶を頼りにしている。しかし、転居により、家具などの配置が変わると、記憶に頼ることが出来なくなり、歩行訓練が行えなくなる恐れがある。そうなれば、歩行訓練は、糖尿病患者にとって、病状の悪化を防ぐために不可欠のものであるので、訴外タマの健康上著しい悪影響が生じることになる。

加えて、タマは軽微な認知症にも罹患している。転居により家具などの配置が変わった場合、記憶が混乱し、認知症が悪化する恐れがあることが、主治医より指摘されている。

　４　抗弁に対する諾否

　  ⑴　抗弁⑴の事実は否認する。

抗弁⑴記載の約定について、本件賃貸借契約で示す家族とは、契約締結後に出生した子供など、契約時には存在しなかったため、居住人欄に記載しようのなかった者と捉えることから、被告加奈は本件賃貸借契約における家族に当たらない。

　  ⑵　同⑵のうち、賃料は被告将人負担のままであることは認めるが、その余の事実は否認する。

　  ⑶　同⑶の事実は否認する。

　被告らの自己使用の必要性について

ア　平屋建て家屋での居住の必要性

どんな高層マンションであっても、一階の部屋に居住すれば、エレベーターを利用する必要はない。また、本件建物近隣に建つ新築のマンションは、いずれもバリアフリーの設備が整っており、車椅子が通行するに際して何ら問題はない。さらに、本件建物の近隣には、未だ一戸建ての物件が残っている。

イ　本件建物での居住の必要性

歩行訓練は被告らが付き添い、訴外タマ一人で行うものではない。付添人がいる以上、転居により家具の配置が多少変わったとしても、歩行訓練が全くもって行えなくなるとは、到底考えられない。認知症を発症し、自宅から介護施設への転居する老人は、日本全国に数多存在する。

　５　再抗弁

　  　抗弁⑵について　

被告加奈は、自らを教祖とする宗教団体「ハーレム」を主催している。さらに、家の内部に多数の仏壇・仏像を設置するなど、原告が本件契約当時に予定した用益方法から著しく外れている。また、被告加奈は、ハーレムの主催者として、信者から入会費として５万円、年会費として３万円を徴収している。その上、被告加奈は、ハーレムに関連する商品を信者に対して販売している。被告加奈のこのような行為は、強い営利性を有し、本件建物の使用収益の実態を大幅に変化させるものである。

　６　再抗弁に対する認諾

　  　再抗弁⑴の事実は否認する。

被告加奈は、訴外タマの面倒をつきっきりで見ており、再抗弁２記載の活動をする余裕などない。また、訴外タマは、居住域の物の配置が変わっただけでパニックに陥る可能性があるため、被告加奈は以前と全く異なる内装はしない。さらに、訴外タマは、環境が変化すると糖尿病の症状が出るため、被告加奈は見知らぬ人間を住居に立ち入らせない。被告加奈は、平成19年６月には、結婚のため群馬に戻らなければならないので、本件建物のある土地に、特定の宗教を根付かせようとはしない。

　　　　　　　　　　　　　　理　　　　　　　由
　１　請求原因⑴ないし⑷の各事実及び同⑸のうち、原、被告間で本件建物の全部または一部を他人に転貸してはならない約定及び本件建物の全部または一部を他人に転貸してはならない約定がされた事実は、いずれも、当事者間に争いがない。

２　まず、本件賃貸借契約の解除の適否について、検討する。

⑴　被告は、本件賃貸借契約違反の事実はないとして、解除の効果を争っているので、これを検討する。
　ア　弁論の全趣旨及び各証拠によれば、次の事実が認められる。

(ｱ)　平成18年３月、被告将人は平成13年４月１日付の異動の辞令を受けた。被告将人は、訴外タマの介護が困難になると考え、平成13年４月１日妹である被告加奈を、被告将人の代わりに訴外タマの介護をさせる目的で、本件建物に居住させた。右居住は被告将人が元の職場へ戻る平成18年３月31日に終了する。被告将人と被告加奈の交代の際、被告らの間でなんらの対価の授受もされておらず、賃料の支払いも被告将人によって、滞りなく支払われてきた。また、右交代の前後を通じて使用収益の実態に大きな変化があった事実はない。加奈の本件建物への転居とほぼ同時期に、被告将人自身は江戸川橋のマンスリーマンションへ転居した。

以上の事実を理由に、被告将人は、加奈の居住は同居人員の変更にも、転貸にも当たらないと考え、加奈の居住について原告に告げなかった。また、原告は、被告加奈の居住には全く気付いていなかった（甲1,2,8,乙2－1・2・3・4,3,4,12,14,19,21,25,28）。
(ｲ)　本件賃貸借契約の契約書には、「被告は本件建物を、被告とその家族の居住目的以外に使用することは出来ない」旨、「被告は本件建物を第三者に転貸（同居・共同使用・その他これに準ずる一切の行為を含む）（以下「転貸等」と記載）してはならない」旨及び「被告は、同居人員に変更のある場合、速やかに原告に通知しなければならない」旨の特約が記載されている。ここでいう同居人員とは、経験則上、契約の当事者たる被告将人以外に、本件建物に居住する人数を示すものである。
当事者の主張によれば、原告と被告将人とが取り交わした約定は、第三者に本件建物を転貸等させることが出来ないこと、これは家族についても同様であるが、その一方、居住目的による本件建物使用ならば認められること、ただし、家族の居住目的による本件建物使用の場合であっても、同居人員の変更として、原告に通知しなければならないことを定めたものと解するのが相当である（甲1,2,8,乙2－1・2・3・4,12,19,21,25,28）。

イ　前記認定事実によると、被告将人は、妹である被告加奈に、訴外タマの介護を目的として、本件建物を使用させたと認められるところ、かかる目的も一般的に想定される建物の使用態様から居住目的と言えるものと考えられる。したがって、被告加奈のかかる目的が本件建物の使用の方法・態様に関し、右の約定の範囲を逸脱するものということは出来ない。そうすると、被告加奈の本件建物の占有は、居住目的による本件建物使用として認められるものである。
ただし、被告将人が被告加奈に本件建物を居住させたことは、被告将人以外に本件建物に居住する人数の増加にあたるので、同居人員の変更があったものといえる。
したがって、右事実を原告に告げていないことから、被告将人は、同居人員変更についての通知義務に違反したものと認められる。
ウ　しかしながら、賃借人の右特約違反が契約解除理由となるのは、特約に違反することによって賃貸借契約の基礎となる賃貸人・賃借人間の信頼関係が破壊されるからであると考えられる。そうすると、賃貸人が右特約違反を理由に賃貸借契約を解除できるのは、賃借人が特約に違反し、その為右信頼関係が破壊されるにいたったときに限ると解すべきである(最判昭和28年９月25日民集７巻９号979頁、最判昭和41年４月21日民集20巻４号720頁)。

確かに、前記認定事実によれば、被告将人は同居人が変更された場合は原告に通知が必要であるという特約に違反し、原告に通知することなく、被告加奈を本件建物に居住させており、約定からすれば、被告らは早期に被告加奈が本件建物に居住することを原告に通知すべきであったと言える。

しかしながら、本件建物の利用状態に大きな変化はなく経過し、賃料は滞りなく支払われており、また、被告加奈の本件建物への居住は一時的期間に留まるものであるから、右事実を理由とする、被告加奈の居住についての不通知には、信頼関係を破壊しない特段の事情があると解するのが相当である。したがって、被告将人の右通知義務違反により、被告原告間の信頼関係が破壊されるに至ったと解することは出来ない。
エ　そうすると、本件賃貸借契約違反の事実はあったと認められるが、原告は、右特約違反を理由として被告らに対して、本件賃貸借契約の解除を求めることが出来ない。
⑵　これに対し、原告は、信頼関係を破壊しない特段の事情があるとはいえない特段の事情があるとして、解除の効果を争っているので、これを検討する。

ア　弁論の全趣旨及び各証拠によると、被告加奈が宗教団体ハーレムと何らかの関わりがあり、このことに関連して、被告加奈は本件建物内部の内装に変更を加えたことが認められる。また、西早稲田において、宗教団体ハーレムが何らかのトラブルを起こしていることは認められる。
以下、原告提出の証拠および原告の主張する事実についての判断を示す。
(ｱ)　証拠の採用について

甲10号証－1・2は採用する。被告加奈の証言中及び同人の陳述書である乙12号証中の「後藤氏は、尋常な様子ではなく、理解不能なことを口走り、今にも発狂しそうな勢い」であり、「後藤氏が家に上がったら何をされるのか分からない…と心配になり」本件建物へ入ることを断った旨の供述部分は、いずれも、甲11号証「後藤氏が、困惑状態の中ではありましたが、これらの異様な宗教的物品を写真に収めていました」、甲15号証「朋恵が耐震検査に立会い、写真を撮ったのは間違いない」との供述、また証人カライスコス証言「複数の仏像、仏壇があった」、原告本人の証言「仏像のようなものがあって異様だった」等の供述に照らし、不自然であって、到底信用しがたく、他に右認定を覆すに足りる証拠はない。
(ｲ)　証拠の判断について

ただし、甲10号証－1は、多少の内装の変化を示すものに過ぎず、その他原告が主張する畳の焦げ跡や、床の著しい擦り切れなどの存在までは、認めることは出来ない。また、甲10号証－2は、写真の人物、建物が、被告加奈及び本件建物と同定できないことから、物証であり、本件建物の住所が記されていることを考慮しても、宗教団体ハーレムと被告加奈の間になんらかの関係があることを推認させるに留まるものである。したがって、加奈に宗教活動に多大な時間を割く余裕があったとは考えにくいことからも、被告加奈が、宗教団体ハーレムを主催しており、実際に、証拠記載通りの活動を行い、本件建物内で収益を得ていたことを示す証拠というには足りない。甲19号証から認められる事実についても同様である（甲8,10－1・2,11,15,17,19,乙12,28,原告本人の証言、証人小暮の証言、証人カライスコスの証言、被告加奈の証言）。
イ　前記認定事実によると、本件建物に内装の変化があったことは認められるが、その事実のみから、被告加奈の本件建物の用益方法が粗雑であったとまでは認められない。また、宗教団体ハーレムと被告加奈の具体的な関係が明らかでない以上、宗教団体ハーレムの行動の責を被告加奈に問うべきではないと考えられる。

よって、右特段の事情があるとは言えない特段の事情があったとの原告の主張は認めることができない。
⑶　したがって、被告の債務不履行を理由として原告がしたという本件賃貸借契約の解除の意思表示は、解除原因を欠き、その効力を生ずるものではないから、右解除に基づき本件建物部分の明渡を求める原告の主位的請求は、失当といわざるを得ない。
３　進んで、本件賃貸借契約の解約申入の正当事由の存否について、判断する。

⑴  本件賃貸借期間は、前記認定の通り、期間の定めのない建物賃貸借となったというべきところ、請求原因⑹のうち、平成18年10月９日に、原告が、本件建物の自己使用の必要性、本件建物の老朽化とその建替えの必要性等を理由として、被告に対し、本件賃貸借契約の解約の申入をし、その際、その解約申入の正当事由を補完するため立退料金1830万円又は裁判所が相当と認める金額の立退料を提供する旨申し出たことは、いずれも、当事者間に争いがない。
⑵　弁論の全趣旨と各証拠によれば、次の各事実が認められる。
ア　原告は、平成12年６月６日の、夫である訴外浩之との入籍以降、本件建物を離れ、夫の居住する物件に居住していたところ、訴外浩之の家庭内暴力を原因として、平成18年９月末に、協議離婚をすることになった。このため、その後まもなく右物件を離れ、現在、西早稲田の訴外中釜宅に居候している。来年には、中釜氏の息子夫妻が中釜宅に居住することになるため、原告は近々、中釜宅から転居する予定である。
原告は、訴外浩之の家庭内暴力を原因としてうつ病に罹患し、中釜宅に転居するまでに、重度の域まで至った。原告は、両親との思い出のある本件土地に愛着を持っており、本件土地に居住することが、原告のうつ病の治療法として効果的であると、主治医である野村医師は診断している。なお、原告の病状は、中釜宅に転居してから、中度にまで回復したが、それ以降の病状に変化はない。
現在、原告は、本件建物を取り壊して建て替えを行い、自己の居住に用いる意向である。新築建物の建設計画については未定であり、資金繰りのめどについても不透明である（甲8,9－1,20）。
イ　被告将人は、平成13年４月１日、本件建物を借り受け、以来、同所に訴外タマと居住してきたが、平成17年３月に職務変更の辞令が下ったことから、訴外タマの介護が困難になると考え、平成18年４月に被告加奈を本件建物に居住させるに至った。訴外タマ（昭和11年９月21日生）は高齢であり、重度の糖尿病、糖尿病性網膜症及び軽度の認知症に罹患している。これら三個の病気の症状が併発していることにより、居住環境の変化が生命に影響を及ぼしかねない状態である。病院や介護施設の利用は、訴外タマの病状からするに、避けるべきと主治医である訴外犬塚医師は判断している（甲1,2,乙2‐1・2・3,3,4,8,12,26）。
ウ　本件建物は昭和31年に建築された木造平屋建て家屋であり、建築以来居住用に使用されてきた。本件建物は、構造については強固なものであり、地震にたいする耐久性は高い。原告によって長年十分な保守管理がされていたこともあり、平成12年の時点では、築44年にもかかわらず、築外壁、土台等に急な修繕の必要な破損や腐食が見られることもなく、簡易建築診断の結果も、改善の必要はなしとするものであった。

　　ただし、原告が被告に建物明渡を請求した平成18年時点になると、外壁に亀裂、破損があり、土台部分にひび割れ、腐食が確認される等、修繕を必要とする箇所が見られ、精密耐震診断の総合評点としては、0.790というやや危険と判断される結果が出ている。
なお、この算定値は相対的な数値であって、実務上、同程度の算定を受けた建物が、すべて取り壊しの必要があるとはされない。また、本件建物の内壁・柱等の激しい損傷や腐食については、これを認めるに足りる客観的な証拠はなく、先に指摘した以外に本件全体建物の構造的部分が老朽化し、修繕が困難である、又は修繕に莫大な費用がかかると認めるに足りる証拠もない（甲5－1・2,6－2・3,8,11,16－1・2,18－1・2,乙9,10,12,16,23,24,29）。
⑶　前記認定事実によると、原告は本件建物を建て替えて居住し、うつ病からの回復をはかる意向であることが認められるから、原告の自己使用の必要性は肯定することができ、また、本件建物は、建築後既に50年を経過した木造建築であって、老朽化も見られることから、原告の計画するように新たに建物を建築することは、妥当性があるともいえる。

しかしながら、原告のうつ病は、訴外浩之の家庭内暴力を原因とするものであり、現実に、本件建物のある土地に居住せずに、うつ病の病状が多少の改善を見せた実績がある。また、うつ病の治療法には様々な手法があることから、原告がうつ病からの回復をはかるために居住する場所が、どうしても本件土地でなければならないとまで認めるべき事情は窺えない。そうとすると、原告の本件土地使用の必要性は、それほど強いものであるとは認め難い。

他方、被告らは、重度の糖尿病、糖尿病性網膜病、軽度の認知症を併発し、住環境の変化が生命の危険にまで及びかねない状態である。したがって、被告らにとって、本件家屋から移動せずに、このまま訴外タマの介護及び治療を続けていくことが不可欠であり、被告の本件建物の自己使用の必要性は、切実なものであって、転居はほぼ不可能であると認められる。

また、本件建物の老朽化は、経年変化が著しいとはいうものの、修繕を加えながら使用すればなお相当期間、現在同様に使用しうる程度のものである。
⑷　そうとすると、正当事由があることに資する事情も正当事由を否定することに資する事情も双方あるといえる。しかし、被告らの転居による訴外タマへの影響が、生命の危険にまで及びかねないことから、本件建物についての被告らの必要性は原告のそれをはるかに上回って切実なものである。
また、被告らの右事情にもかかわらず、本件建物をただちに取り壊さねばならない必要性も認められない。
そうすると、被告がこの段階で本件建物から使用できなくなることに対する金銭的保障をもってしても、本件建物の老朽化及び原告の必要性を総合して、被告の必要性を上回るものと認定することは出来ない。

したがって、原告は、1830万円又は裁判所の決定する金員の立退料の提供を申し出ているが、右額の提供によっても、原告の解約申入れが、その正当事由を備えるものと認めることは出来ない。
⑸　そうだとすると、原告が平成18年10月９日にしたという本件賃貸借契約の解約の意思表示は、正当事由を欠き、その効力を生ずるものではないから、右解約に基づき、被告将人に対し、本件建物部分の明渡しを求める原告の予備的請求も、失当といわざるを得ない。
４　次に、被告加奈に対する、所有権に基づく、本件建物明渡請求の適否について、検討する。
前記認定事実により、被告加奈の本件建物の占有はあると認められる。ただし、右占有は、契約者家族の居住目的による本件建物使用であって、本件賃貸借契約特約によって認められるものである。
そうすると、本件賃貸借契約が有効である以上、被告加奈の占有も、権原のある占有であるというべきものである。
したがって、被告加奈に対する、所有権に基づく、本件建物明渡請求は、失当といわざるを得ない。
５　以上の次第で、原告の主位的請求も、予備的請求も、理由がないからこれを棄却し、主文の通り判決する。
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